
英語指導助手（AET)派遣業務委託事業 仕様書 

 

１ 契約事業名 英語指導助手(AET)派遣業務委託事業（労働者派遣） 

 

２ 業務の実施方法 

   本市の外国語教育（特に英語）・外国語活動及び総合的な学習の時間（国際理解教育など）をより一層充

実させていくため、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」

（昭和60年法律第88号）（以下「労働者派遣法」という。）に基づき、派遣事業を請け負う業者（以下「派

遣元」という。）は、守口市教育委員会（以下「委員会」という。）が設置する中学校、義務教育学校（以

下「学校」という。）に英語指導助手（以下「指導助手」という。）を派遣する。 

 

３ 業務の実施場所 

No 
●：主な就業場所 

○：派遣小学校 
学校名 住所 電話番号 

1 

● 第一中学校 守口市竹町12-29 06-6991-0680 

○ 守口小学校 守口市八島町 13-40 06-6991-2367 

○ 八雲東小学校 守口市八雲東町 2-77-7 06-6909-3221 

2 

● 庭窪中学校 守口市佐太中町 4-1-7 06-6902-6951 

○ 庭窪小学校 守口市佐太中町 1-6-10 06-6901-2369 

○ 金田小学校 守口市金田町 3-11-11 06-6901-6667 

3 
● 八雲中学校 守口市八雲西町 3-5-21 06-6992-3920 

○ 八雲小学校 守口市八雲西町 4-31-31 06-6991-2490 

4 

● 梶中学校 守口市梶町4-28-5 06-6902-0813 

○ 梶小学校 守口市梶町 4-79-12 06-6902-8300 

○ 藤田小学校 守口市藤田町 1-58-18 06-6903-2321 

5 
● 大久保中学校 守口市大久保町 4-23-46 06-6902-1161 

○ よつば小学校 守口市大久保町 2-17-26 06-6901-5425 

6 
● 錦中学校 守口市南寺方東通 4-1-31 06-6998-6610 

○ 錦小学校 守口市寺方錦通 2-8-45 06-6998-3661 

7 

● 樟風中学校 守口市西郷通 3-14-60 06-6992-7181 

○ さくら小学校 守口市東光町 2-1-4 06-6992-6551 

○ 寺方南小学校 守口市寺方元町 4-1-45 06-6991-0642 

8 
● さつき学園 守口市春日町 13-26 06-6991-0440 

○ 佐太小学校 守口市佐太中町 6-11-51 06-6902-1171 

 ※No.1～8は指導助手の担当校 

 

４ 派遣人員 

  本契約により業務を実施する派遣元の指導助手は８名とする。 

 

５ 履行期間及び予定日数 

（１）履行期間は、令和7年８月１日から令和10年７月31日までとする。 

（２）履行予定日数は、延べ日とする。 

ただし、特別の事情が生じたときは、委員会と派遣元との協議の上、日数の変更を行うものとする。 



R7 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

日数     4 20 22 18 17 16 18 15 130 

人数     8 8 8 8 8 8 8 8  

履行日数     32 160 176 144 136 128 144 120 1040 

 

R8 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

日数 16 18 22 13 4 19 21 19 18 15 18 17 200 

人数 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8  

履行日数 128 144 176 104 32 152 168 152 144 120 144 136 1600 

 

R9 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

日数 16 18 22 13 4 20 20 20 18 15 19 17 202 

人数 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8  

履行日数 128 144 176 104 32 160 160 160 144 120 152 136 1616 

 

R10 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計 

日数 15 20 22 13         70 

人数 8 8 8 8          

履行日数 120 160 176 104         560 

 

６ 指揮命令者 

  派遣業務に従事する指導助手に対する指揮命令者は各学校の校長とし、代理命令者は各学校の副校長及び教

頭とする。ただし、委員会主催の行事への参加及び協力に係る派遣業務に従事する指導助手に対する指揮命

令者は委員会学校教育主管課長とし、代理命令者は当該課員とする。 

 

７  実施体制 

（１）派遣元は、本事業の目的達成に向け指導助手を指導できる十分な知識と経験を持ったコーディネーター

の役割を担う指導助手を１名以上配置すること。 

（２）指導助手の資質及び条件 

① 英語を母国語とする者 

② 日本での就労に関して適正な手続きに基づいている者 

③ 外国語としての英語教育に知識・関心のある者 

④ 公立中学校での指導経験が３年以上ある者 

⑤ 英語教育の指導者として、その勤務内容が良好で、能力・人格等において、学校教育に携わるのに適し

た者 

⑥ 生徒を指導するのに適した性格を有し、人権擁護の観点に十分配慮することができる者 

⑦ 教員を補助し、協調して英語授業を行うことのできる者 

⑧ 日本語検定委員会「日本語検定２級」程度の実力のある者 

⑨ 緊急時の対応にあたって、配置校と確実に連携できる手段を有すること 

⑩ 配置校において、指導助手がその適性を欠くと判断した場合、派遣元に指導助手の変更が請求でき、こ

れに応じること 

⑪ 派遣元は指導助手が欠席した場合は、派遣元より代替の指導助手を派遣すること。万一、代替が行えな

い場合は振替を行うこと。 

 （３）指導助手への研修 

派遣元が指導助手に対し、本事業の目的達成に向け必要な研修を実施すること。 

また下記の研修等は事業開始前に必ず実施し、２週間以内に報告書を提出すること。 

・適正検査（服務等、指導者として相応しい適正があるかの確認） 



・指導助手としての資質を高める研修 

・模擬授業等、実践的な研修 

事業実施中においても、指導状況を定期的に共有する場を設定し、指導力等の向上に努めること。 

 

 ８ 指導助手の業務 

指導助手は、指揮命令者の指示のもと、次の各号に掲げる業務を履行する。 

（１) 中学校及び義務教育学校における英語科授業の指導補助（英語科教員とのティームティーチング）及

び総合的な学習の時間（国際理解教育など）の指導補助（担当教員とのティームティーチング） 

（２) 中学校及び義務教育学校における英語科教材やカリキュラム等の作成補助、放送テストやスピーキン

グテスト等音声教材の作成と採点補助、英作文の添削補助 

（３）中学校英語科担当教員または小学校、義務教育学校における外国語担当教員との事前の打合せ 

（４）小学校及び義務教育学校における外国語、外国語活動及び総合的な学習の時間（国際理解教育など）

等の指導補助（担当教員とのティームティーチング） 

（５）小学校及び義務教育学校における担当授業の教材やカリキュラム等の作成及び補助 

（６）委員会主催の英語及び国際理解教育に関する行事への協力 

（７）勤務時間の範囲における課外活動、学校行事、その他、本事業の円滑な遂行に必要と思われる活動へ

の協力 

（８）委員会が実施する会議、研修及び事業等への参加 

（９）教職員等を対象とする外国語教育や総合的な学習の時間等、研修への参加、指導補助 

 

９ 指導助手の服務 

（１）委員会及び派遣された学校の信用を失墜するような行為をしてはならない。 

（２）業務上知り得た秘密を、契約中及び契約終了後についても漏らしてはならない。 

（３）業務の遂行に際して、宗教的活動や政治的活動を行ってはならない。 

（４）学校教育にふさわしい態度で臨み、また学校管理運営上支障が生じる行為を行ってはならない。 

（５）就業時間（休憩時間を除く）においては、注意力のすべてをその職務遂行のために用いなければならな

い。 

 

10 指導助手の就業形態及び就業時間 

（１）就業形態 

指導助手は、原則として「３業務の実施場所」に示す守口市内の学校において就業するものとする。 

（２）就業時間 

就業時間については、原則として月曜日から金曜日（祝日、夏季、冬季及び春季休業日を除く）の午前

８時30分から午後４時15分まで（休憩時間45分を含む）とする。ただし、休憩時間は、正午から午後２

時までの時間内で校長が定めるものとする。 

（３）就業日及び就業時間の通知 

就業日及び就業時間については、契約締結後速やかに派遣元に通知する。また、就業時間及び就業日を

変更する必要が生じた場合は、２週間前までに派遣元に通知する。 

（４）時間外勤務 

時間外勤務は、生じないものとする。 

（５）休日労働 

契約期間中、年間３日程度生じることがある。休日労働のある際には、勤務先校の定める平日に代休を

取得する。 

（６）欠勤、遅刻、早退の取り扱い 

指導助手が欠勤等を行う場合は、その分を減額とする。ただし、委員会及び学校が指定する代替えの就

業日、就業時間を設けることを許可する場合はこの限りではない。 

 



11 派遣に係る遵守事項 

派遣元は、派遣業務の円滑な遂行をするために、指導助手の職務に係る一切の業務に誠意をもって遂行し、

次の各号に定める事項を遵守する。 

（１）指導助手が選任された時点で、名前等（社会保険・雇用保険の被保険者資格取得届けの提出を含む。）

及び指導助手に係る要件に適合していることを示す指導助手決定通知書（労働者派遣法第３５条によ

る）を委員会に提出する。 

（２）指導助手が計画どおり就業できない事態が生じた場合は、速やかに業務が継続できるよう取り計らうも

のとする。 

（３）指導助手に対する研修等を実施するにあたり、指導技術の向上を図るとともに、児童生徒へのセクシャ

ルハラスメント等、人権擁護等に関する教育にも十分留意する。 

 

12 作成教材等の著作権 

指導助手が、派遣された学校の英語科教員等と協力して作成した教材等に係わる著作や知的所有権の諸権利

は、当該学校に属する。 

 

13 指導助手からの苦情の処理 

（１）指導助手からの苦情の申し出を受ける者は、選任した派遣元及び委員会責任者とし、これらが連携し誠

意を持って遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図り、その結果を指導助手に通知する。 

（２）派遣元及び委員会は、その解決が容易であり、自ら即時に処理した苦情の他は相互に遅滞なく通知す

るとともに、その結果について必ず当該指導助手に通知することとする。 

 

14  契約代金の支払いに係る事項 

   （１）本業務の派遣代金は、契約単価に当該月の指導助手の延べ就業日数を乗じた金額とし、毎月業務終了

後、派遣元の請求をもって、委員会は派遣元に30日以内に支払うものとする。 

（２）指導助手が遅刻早退を行った場合は、１日７時間勤務の契約単価をもとに 15分単価をもって派遣代

金を求めるものとし、15分未満の端数は切り捨てることとする。また 15分単価に小数点以下の端数

が生じるときは、小数点以下を切り捨てることとする。 

（３）委員会主催の行事への協力等により、指導助手の勤務時間が１日５時間に満たない場合の派遣代金は、

第１号の規定に関わらず、１日７時間勤務の契約単価をもとに 15分単価をもって派遣代金を求める

ものとし、15分未満の端数は切り捨てることとする。また 15分単価に小数点以下の端数が生じると

きは、小数点以下を切り捨てることとする。 

（４）本業務に係る交通費は、派遣元が支給するものとする。 

 

15  その他 

（１）業務中の災害または通勤による災害に対する補償については、派遣元の定めるところによるものとし、

委員会は当該指導助手及び派遣元に対し賠償責任等は一切負わないものとする。 

（２）委員会は、指導助手が派遣業務の遂行にあたり、著しく適性を欠くと判断した場合は、派遣元に対し、

指導助手の変更を要請することができる。 

（３）派遣元は、指導助手の故意または過失により、児童生徒・教職員等に損害を与えたときはその損害を

賠償する。 

（４）指導助手を無期雇用派遣労働者又は 60歳以上の者に限定するか否かの別について、指導助手は、無

期雇用派遣労働者又は 60歳以上の者に限定しない。 

（５）指導助手の福祉の増進のための便宜の供与に関する事項について、指導助手は配置校の教職員と同様

に給食を利用することができる。 

(６)安全及び衛生に関する事項について、委員会及び派遣元は、労働者派遣法第 44 条か

ら第 47 条の４までの規定により課された各法令を遵守し、自己に課された法令上の



責任を負う。なお、派遣就業中の安全及び衛生については、委員会の安全衛生に関

する規定を適用することとし、その他については、派遣元の安全衛生に関する規定

を適用する。 

(７)指導助手の業務に伴う責任の程度については役職なしとする。 

(８)労使協定方式の対象となる派遣労働者に限るか否かの別については、協定対象派遣

労働者に限定する。 

(９)紛争防止措置について、労働者派遣契約の終了後１年以内に、委員会が当該指導助手

を雇用する場合には、あらかじめ委員会は派遣元に通知を行うものとし、両者間で

人材紹介契約を締結する。紹介手数料については、別途協議するものとする。 

(10)契約の解除に当たって講ずる指導助手の雇用の安全を図るために必要な措置に関する事項について

は以下のとおりとする。 

１.委員会は、専ら委員会に起因する事由により、労働者派遣契約の契約期間が満了

する前の解除を行おうとする場合には、派遣元の合意を得ることはもとより、あ

らかじめ１ヶ月以上の猶予期間をもって派遣元に解除の申入れを行うものとす

る。 

２.労働者派遣契約の契約期間が満了する前に、指導助手の責に帰すべき事由によら

ない労働者派遣契約の解除が行われた場合には、委員会及び派遣元は連携し、委

員会はその関連会社での就業のあっせんを行う事、派遣元は他の派遣元を確保す

る等により、当該労働者派遣契約に係る指導助手の新たな就業機会の確保を図る

ものとする。 

３.委員会は、委員会の責に帰すべき事由により労働者派遣契約の契約期間が満了す

る前に労働者派遣契約の解除を行おうとする場合には、指導助手の新たな就業機

会の確保を図ることとし、これができないときには、少なくとも当該労働者派遣

契約の解除に伴い当該派遣元事業主が当該労働者派遣に係る指導助手を休養さ

せること等を余儀なくされたことにより生じた損害の賠償を行うものとする。ま

た、当該派遣元事業主が当該指導助手を休養させる場合は休業手当に相当する額

以上の額について、当該派遣元事業主がやむを得ない事由により当該指導助手を

解雇する場合は、委員会による解除の申入れが相当の猶予期間をもって行われな

かったことにより当該派遣元事業主が解雇の予告をしないときは 30 日分以上、

当該予告をした日から解雇の日までの期間が 30 日に満たないときは当該解雇の

日の 30 日前の日から当該予告の日までの日数分以上の賃金に相当する額以上の

額について、損害の賠償を行うものとする。 

４.委員会は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に労働者派遣契約の解除を行

おうとする場合であって、派遣元事業主から請求があったときは、労働者派遣契

約の解除を行った理由を派遣元事業主に対し明らかにすることとする。 

 


